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法人土地基本調査規則の一部改正について

平成２０年２月

土地・水資源局

土地情報課

１ 改正の概要

統計法（昭和２２年法律第１８号）第２条に規定する指定統計である法人土地基

本統計（指定統計第１２１号）を作成するための法人土地基本調査は、法人の土地

の所有、利用状況等に関する実態を全国及び地域別に明らかにし、土地行政遂行等

の基礎資料を得ることを目的に法人土地基本調査規則（平成１０年総理府令第３２

号）に基づき、土地・水資源局土地情報課で実施している。

今回、平成 年法人土地基本調査の実施にあたり、前回（平成１５年）の調査20
からの変更点を反映するため、当該規則を改正する必要が生じたところである。

２ 平成20年法人土地基本調査について前回調査からの主な改正点

( )定義について1
会社法の施行（平成１８年５月１日）に伴い、会社の区分を変更する。

( )調査の対象について2
都道府県が調査を実施していた、会社以外の法人について、国土交通省でも

調査の実施を可能とするため、当該規則の該当部分を変更する。

( )調査事項等について3
放送施設用地について範囲を限定するため当該規則の該当部分を変更する。

( )電子情報処理組織を使用する際の特例4
平成 年法人土地基本調査より、電子情報処理組織を使用して回答を可能20

とするため、所要の規定を整備する。

( )別表について5
業種について、日本標準産業分類の文言に合わせるため、当該規則の該当部

分を変更する。

３ 法人土地基本調査の実施時期

平成２０年９月１５日～１０月３１日

４ 今後のスケジュール

公布日：平成２０年５月上旬

施行日：公布日に施行


